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 競争参加資格の確認の通知において、ＶＥ
提案により競争参加資格を認められた者は当
該提案に基づく入札を行い、標準案を提出し
た者は、標準案に基づく入札を行うことを条
件とし、これに違反した入札は無効とする。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（平成26
年10月１日付け国土交通省大臣官房地方課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に
定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出したと
きに限り、関東地方整備局総務部契約課
（〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館17階
電話0486013151㈹）においても当該一

般競争参加資格の認定に係る申請を受け付け
る。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行うものであり、対応についての詳細
は入札説明書による。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yuichi Ishikawa Di‑

rector‑General of Kanto Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism.

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
平成 28 年４月 14 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 菅原 秀夫

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 （修費）首都高速道路橋梁健全度
評価・診断等業務（平成28年度）
 業務内容 本業務は、首都高速道路全線を
対象とした非破壊調査、応力計測及びＦＥＭ
解析を伴う橋梁の損傷調査及び健全度評価・
診断を行うものである。

主な作業内容は次のとおりである。
 鋼構造物の損傷調査及び健全度診断
 コンクリート構造物の損傷調査及び健全
度診断

 履行期間 契約締結日の翌日から平成29年
７月31日まで
 その他 本業務は、提出された参加表明書、
技術提案書及び見積書（以下「参加表明書等」
という。）を審査した結果、技術提案書の評価
点が最高の者であり、かつ、業務規模として
定めた金額の範囲内で有効な見積書を提出し
た者を契約の相手方として特定する公募型プ
ロポーザル方式（標準タイプ）（政府調達協定
対象）の対象業務である。

２ 競争参加資格
 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。
 首都高速道路株式会社における平成27･28
年度競争参加資格の「橋梁設計」の認定を受
けているものであること。
 参加表明書の提出の日から契約の相手方の
決定の日までの間において、競争に参加しよ
うとする者の間に以下の基準のいずれかに該
当する関係がないこと。なお、上記の関係が
ある場合に、辞退する者を決めることを目的
に当事者間で連絡を取ることは、調査・設計
請負現場説明書の説明事項１イの記載に抵
触するものではないことに留意すること。
 資本関係 以下のいずれかに該当する２
者の場合。ただし、子会社（会社法第２条
第３号に規定する子会社をいう。以下同
じ。）又は子会社の一方が更生会社又は再生
手続が存続中の会社である場合は除く。
イ 親会社（会社法第２条第４号に規定す
る親会社をいう。以下同じ。）と子会社の
関係にある場合
ロ 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

 人的関係 以下のいずれかに該当する２
者の場合。ただし、イについては、会社の
一方が更生会社又は再生手続が存続中の会
社である場合は除く。

イ 一方の会社の役員（以下に掲げる定義
に該当する者をいう。以下同じ。）が、他
方の会社の役員を現に兼ねている場合
ロ 一方の会社の役員が、他方の会社の管
財人（以下に掲げる定義に該当する者を
いう。）を現に兼ねている場合
【役員の定義】
 会社の代表権を有する取締役（代表
取締役）
 取締役（社外取締役を含む。ただし、
委員会設置会社の取締役を除く。）
 委員会設置会社における執行役又は
代表執行役

【管財人の定義】
会社更生法第67条第１項又は民事再生
法第64条第２項の規定により選任された
管財人

 その他見積りの適正さが阻害されると認
められる関係 その他又はと同視しう
る資本関係又は人的関係があると認められ
る場合

 業務実施上の条件
 法人に必要とされる業務の実績 当該業
務に参加を希望する法人は、平成18年度以
降に都市高速道路又は高速自動車国道にお
ける鋼橋の疲労損傷に関する損傷調査及び
健全度診断業務並びにコンクリート橋の損
傷調査及び健全度診断業務に関して完了し
た実績を有すること。なお、当該実績につ
いて、首都高速道路株式会社が発注した業
務においては調査・設計業務成績評定通知
書によって通知された業務評定点（総合評
定点）が60点未満のものを除く。
 予定管理技術者に必要とされる要件
イ 技術資格 技術士［建設部門（鋼構造
及びコンクリート）］又はＲＣＣＭ（鋼構
造及びコンクリート）を有する者とする。
なお、外国資格を有する技術者（我が国
及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建
設市場が開放的であると認められる国等
の法人に所属する技術者に限る。）につい
ては、あらかじめ技術士相当又はＲＣＣ
Ｍ相当との国土交通大臣認定を受けてい
る必要がある。

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the Kanda tax office  build‑
ing repair and others construction.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

5 : 00 P.M. 13 May 2016.

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 26 July 2016 (tenders brought with or

submitted by mail : 12 : 00 P.M. (noon) 26

July 2016).

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism Sai‑

tama Shintoshin National Government

Building Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou
Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

3309724 Japan TEL 0486013151
(ex2525)
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